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2はじめに

◼ 第2回本作業会（2024年8月29日）において、地域間連系線の熱容量等制約に関する主要論点をお示しした。

◼ 具体的には、現状の地域間連系線においては、連続容量超過時に短時間で潮流調整を行うことが困難であること
から、一部を除いて連続容量を熱容量としている一方で、将来的に次期中給（あるいは同時市場）に短時間で
潮流調整可能となる緊急時SCEDのような機能が具備されれば、地域間連系線にも短時間容量を適用することが
可能になる可能性をお示ししたところ。

◼ 今回、短時間容量の考え方を踏まえ、現状の地内系統含む短時間容量の適用状況や課題を整理するとともに、
将来的な次期中給運開（あるいは同時市場導入）後の地域間連系線への短時間容量適用の可能性について
検討を行ったことから、ご議論いただきたい。



3（参考） 本作業会における主要論点一覧

出所）第3回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年10月10日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_3_03.pdf


4（参考） 短時間容量に関する検討の方向性

出所）第2回 将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2024年8月29日）資料5より作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_2_05.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_2_05.pdf
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7熱容量制約の概要（１／２）

◼ 電力系統を構成する送電線や変圧器は、電気抵抗R[Ω]を有することから、当該設備に一定時間（t[秒]）潮流
（I[A]）が流れる場合、ジュール熱（Q[J] = R[Ω] × I[A] 2 × t[秒]）が発生する。

◼ そのため、電力設備に流すことのできる限界潮流（熱容量）と時間は、下図のような関係性になり、熱容量制約は
これを考慮して定められる。

◼ 具体的には、設備耐用年数にわたり常時流し続けることができる限界潮流を常時熱容量（100%）、短時間
（10分程度）流すことのできる限界潮流を短時間熱容量（150%）として定め、運用することが一般的となる。

当
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備
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こ
と
が
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]

潮流が流れている時間 [分]

短時間（一般的に10分程度）

短時間容量
（一般的に常時熱容量の1.5倍程度）

常時熱容量

出所）電気学会技術報告 第1100号「電力系統の利用を支える解析・運用技術」（2007年9月15日発行）を参考に作成

第1回本作業会
資料の再掲



8熱容量制約の概要（２／２）

◼ 電力設備に流れる潮流は、当該設備でN-1故障が生じた場合であっても、健全回線の潮流が100%である常時
熱容量以内（次頁の条件を満たせば150%である短時間熱容量以内）である必要がある。

◼ 加えて、ループ系統を構成する送電線では、N-2故障（1ルート断故障）が生じた場合であっても、健全設備に
回り込む潮流が常時熱容量（2回線残っているため200%となる）以内である必要がある。このような場合には、
ループ系統の送電線に流れる潮流合計で限界潮流を定めるフェンス管理方式が適用されている。

◼ これらN-1故障、N-2故障を考慮して流すことのできる限界潮流を熱容量制約として定めている。

N-1故障 N-2故障（１ルート断故障）

N-1故障時に健全回線の潮流が常時熱容量
100MW/cct以内とする必要がある。
⇒A送電線の熱容量制約：100MW以内

A送電線のN-2故障（1ルート断故障）時にB送電線へ回り込む潮流がB送電線
の常時熱容量100MW（ =50MW/cct × 2）以内とする必要がある。
⇒A送電線＋B送電線の熱容量（フェンス）制約：100MW以内
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①設備健全時 ②１回線故障時（N-1） ③系統切替による過負荷解消

A送電線では、常時容量を超えて短時間
容量の潮流を流した運用としている

ここで、N-1故障が発生すれば、A送電線
の残回線の潮流が短時間容量に達する
ため、短時間以内に対応する必要あり

D変電所切替えにより、A送電線の短時間
容量超過が解消可能。この場合A送電線
は短時間容量を熱容量とできる。

◼ A送電線のように、送電線1回線故障時に健全回線の潮流が常時容量（100%）を超過する場合であっても、
負荷への送電経路の変更や発電機の出力調整等（下図では一例として送電経路の変更を記載）により、供給支障を
伴わず短時間で常時容量までの調整が可能な場合は、短時間容量（ex.150%）を熱容量制約としている。
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10短時間容量の概要（電源制限）

◼ また、一部の発電機を電力系統から強制的に解列することを電源制限と呼び、電制適用によって、N-1故障時に、
人間系による調整では困難な短時間で健全回線へ回り込む潮流を抑制することができるため、熱容量制約を更に
拡大（ex.150％～）することも出来る。

◼ N-1電制適用後は、N-1故障時に残回線の熱容量を超過しないよう電源制限（潮流抑制）を行うことを前提に、
現行の平常時運用容量を拡大した上で運用を行うこととなり、2回線送電線の場合、最大で2回線分の設備容量
（200%）を使用することが可能となる。
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【N-1電制適用後の運用イメージ（1回線設備容量100の場合）】

×



11短時間容量の考え方について

◼ 前述のとおり、短時間容量には、系統切替・出力調整（ex.100％～150％）と電源制限（ex.150％～）と
いった手法の違いはあるものの、いずれもN-1故障発生時に、設備の許容時間以内に（過負荷による設備損壊
を回避するために）送電側の出力を抑制し、受電側の出力を増加させることで対応しているのは共通となる。

◼ この点、電源制限は、明示的には送電側の出力抑制（遮断）に該当するが、実際には、電源制限による周波数
低下を回復させる際に、合わせて受電側※の出力増加（GF・LFC・EDC）が行われることで、潮流調整（100%
以下に抑制）を実現させている。

電気所 電気所

G L L G

系統B

潮流75／
熱容量100

出力200 需要50 需要200 出力50

系統A 潮流75／
熱容量100

電気所 電気所

G L L G

系統B

出力200
↓③減
出力150

需要50 需要200 出力50
↓③増
出力100

系統A

②事故により潮流増
潮流150／100

↓
③潮流調整実施
潮流100／100

※ 実際には、周波数制御（特に自端制御のGF）により送電側の出力増加も行われるが、末端の電源系統への電源制限であれば、
送電側（電源系統）が受電側に比べて非常に小さいため、影響は軽微となる（それ以外の系統における課題については後述）。

①事故発生
潮流0／

熱容量100
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13地内系統への短時間容量適用の状況

◼ 地域間連系線への短時間容量の適用を検討するにあたって、まずもって各エリアにおける地内系統への短時間容量
の適用状況について、一般送配電事業者にアンケートを行った。

◼ その結果、大宗のエリアにおいて、常時熱容量超過量に応じて、N-1事故時に10分～30分程度で潮流調整等を
行うことを前提に、短時間容量（線種や条件等により異なる）を適用する運用を行っていた。

◼ また、潮流調整等で対応可能な短時間容量を超過する場合は、N-1電制等を適用することで対応していた。

◼ アンケートの結果、前述の短時間容量の概要・考え方と概ね同様（具体的な値は、線種や条件等により異なる）
であることが確認できたため、基本的には地域間連系線に適用する際にも同様の考え方になるものと考えられる。

※1 夏季における基幹系統の架空送電線を想定してアンケートを実施（ケーブル等は対象外としている）。
※2 短時間容量（熱容量比）及び許容時間は、線種や周辺環境等によって大きく異なり、年間累積時間管理や線路毎の個別管理の場合もあるため、

本結果はあくまで参考値であり、全ての設備に一律に適用することはできない。

エリア 短時間容量（熱容量比） 許容時間 N-1電制適用条件

北海道 109%~115%程度 30分 短時間容量を超過する場合

東北 110%~140％程度 30分 N-1電制装置設置なし

東京 108%～114%程度 基準なし（年間累積値で管理） 短時間許容電流100%以上

中部 160%程度 10分程度 短時間容量を超過する場合

北陸 160%程度 10分以内 N-1電制装置設置なし（自動給電装置による過負荷解消を志向）

関西 135%～162％程度 10分 短時間容量を超過する場合

中国 110%～135%程度 30分 短時間容量を超過する場合（短時間で系統切替等が不可な場合含む）

四国 110%～140%程度 15分 短時間容量を超過する場合

九州 115%～130%程度 20分程度 N-1電制装置設置なし

沖縄 110%程度 30分 N-1電制装置設置なし
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15地域間連系線への短時間容量適用の課題

◼ 前述のとおり、N-1故障発生時に、設備の許容時間以内に、送電側の出力抑制、受電側の出力増加を行うことで
過負荷による損壊回避が可能であれば、地域間連系線・地内系統問わず短時間容量適用は可能と考えられる。

◼ 一方、エリア内運用（オペレーション）により、比較的短時間（ex.30分以内）で系統切替・出力調整が可能な
地内系統とは異なり、地域間連系線はエリアを跨いだ運用となるため、送電側の出力抑制・受電側の出力増加
が短時間で実現可能かどうかが、地域間連系線への短時間容量適用の課題となる。

◼ この点、現行の地域間連系線は、計画潮流（P0＋α）を設定の上、実潮流で偏差があると引き戻しを行う制御
（LFCのTBC制御）であることから、潮流調整を行うには、計画潮流を変更（補正P0を設定）する必要※がある
ものの、現状においては隣接エリア始め関係箇所と電話等で連携する必要があり、短時間（ex.30分以内）での
実施が難しい（確実性を担保できない）ため、一部を除き地域間連系線には短時間容量が適用されていない。

中央給電
指令所

G G

中央給電
指令所

G G

システム連携システム連携

システム連携
無し

事故時等に計画潮流を変更する
場合は隣接エリア始め関係箇所と

電話等で連携

KJC/広域機関システム等
システム連携システム

連携

間接オークション（P0）及び
広域メリットオーダー（α）に
基づく連系線の計画潮流設定

周波数制御
（LFC・EDC）
による出力調整

※ 計画潮流を変更しないまま出力抑制・増加を行っても、自動で元の計画潮流に引き戻されてしまうため。



16（参考） 地域間連系線の周波数制御（LFCのTBC制御）

出所）第6回将来の運用容量等の在り方に関する作業会（2025年3月14日）資料4をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_04.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2024/files/unyouyouryousagyoukai_6_04.pdf


17（参考） KJCシステムによる計画潮流変更可否

◼ 現状においても、広域需給調整システム（KJC）により計画潮流の変更（P0へのαの加算）が行われているため、
例えばN-1故障発生時に、P0を1回線熱容量値に補正するαを加算（演算）することで、速やかに（隣接エリア
始め関係箇所と電話等で連携することなく）潮流調整を行うことも仕組み上は可能であると考えられる。

◼ しかしながら、KJCは平常時における広域運用を前提として設計されており、連系線事故時（N-1故障含む）には、
当該連系線の空容量をゼロとして演算する仕様（運用）となっているため、現状システムをそのまま地域間連系線
への短時間容量適用（N-1故障時の過負荷解消）に活用することは出来ない。

出所）第16回 調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2018年8月20日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2018/files/chousei_sagyokai_16_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2018/files/chousei_sagyokai_16_03.pdf


18一部の地域間連系線への短時間容量の適用例

◼ 前述のとおり、基本的には、地域間連系線は短時間で潮流調整することが困難なため、常時熱容量（100%）を
熱容量等制約としているが、中国四国間連系線（架空＋ケーブル）の熱容量等はケーブル区間で決定されており、
短時間許容時間が4時間と比較的長いため、隣接エリア始め関係箇所と電話等で連携したうえでの潮流調整も
可能と判断し、熱容量限度値を145万kW（120%）に拡大している適用例もある。

出所）第27回系統ワーキンググループ（2020年11月18日）資料1
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/027_01_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/shin_energy/keito_wg/pdf/027_01_00.pdf
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20同時市場導入や次期中給システム運開後の潮流調整の考え方

出所）第33回需給調整市場検討小委員会（2022年11月2日）資料4
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_33_04.pdf

◼ 同時市場導入や次期中給システム運開後は、地域間連系線および各エリアの地内送電線の系統制約を同時に
考慮した全国メリットオーダーに基づく需給制御（SCED）が可能となる予定である。

◼ これはすなわち、系統制約（運用容量）さえ設定されていれば、エリア跨ぎ（地域間連系線）・エリア内（地内
系統）関係なく、また、隣接エリア始め関係箇所と電話等で連携する必要なく、短時間で（SCEDの計算自体は
5分周期）運用容量以内になるような潮流調整が可能になることと同義であると考えられる。

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/files/jukyu_shijyo_33_04.pdf


21将来的な短時間容量適用の可能性（ex.100％～150％）

◼ N-1故障発生時に、設備の許容時間以内に、送電側の出力抑制、受電側の出力増加を行うことで過負荷による
損壊回避が可能であれば、地域間連系線・地内系統問わず短時間容量適用は可能と考えられる。

◼ 前述のとおり、将来的には、短時間で運用容量以内になるような潮流調整が可能となる仕組み（SCED）が構築
されることを踏まえると、送電側の出力抑制代及び受電側の出力増加代がある場合には、N-1故障発生時に当該
送電線の運用容量を1回線運用容量（熱容量等制約であれば、100%常時容量）に変更する仕組みを設けて
おけば、過負荷解消は可能になると考えられる。

◼ この点、海外においても同種の機能を緊急時SCED機能等で具備しており、同時市場や次期中給においても同様
の対応が可能とも考えられるため、引き続き、一般送配電事業者とも連携の上、検討を進めていくこととしたい。

出所）第60回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2023/files/chousei_sagyokai_60_03.pdf

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/sagyoukai/2023/files/chousei_sagyokai_60_03.pdf


22将来的な短時間容量適用の可能性（ex.150％～）

◼ 一方、前述の対応（緊急時SCED）は、潮流調整に要する時間を許容できる過負荷領域（ex.100%～150%）

までの拡大（適用）は期待できるが、それ以上の領域（ex.150%～）になると電源制限による送電側の出力抑制
（遮断）が必要となる。

◼ しかしながら、電源制限による過負荷解消は、受電側の出力増加（GF・LFC・EDC）も合わせて必要になるが、
この点、地域間連系線※のように送電側（エリア）が受電側に比べても相応に大きい場合、周波数制御（特に
自端制御のGF）による送電側の出力増加も相応に発生し、再度過負荷になる可能性も考えられる。

◼ これを防止するためには送電側の出力増加（GF動作）量を加味し、予め多めに電源制限することも考えられるが、
その場合は周波数低下幅が拡大しN-1負荷制限に至る（N-1信頼度基準に抵触する）懸念もあるため、これらの
緊急時SCEDで対応できない過負荷領域（ex.150%～）までの短時間容量適用は慎重な検討を要する。

※ 地内系統においても比較的系統規模が小さい末端系統以外は同様の問題が発生し得る。

G G GG
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/エリアBのGF出力増により潮流減

エリアBエリアA
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再度過負荷発生

地内系統（末端）における電制の場合 地域間連系線における電制の場合
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L
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24まとめ

◼ 今回、現状の短時間容量の適用状況や課題を整理するとともに、将来的な次期中給運開（あるいは同時市場
導入）後の地域間連系線への短時間容量適用の可能性について検討した結果については以下の通り。

【現状の短時間容量の適用状況や課題】

➢ 短時間容量適用には、系統切替・出力調整と電源制限といった手法の違いはあるが、いずれもN-1故障発生時に
設備の許容時間以内に、送電側の出力を抑制し、受電側の出力を増加させることで対応しているのは共通。

➢ 地域間連系線はエリアを跨いだ運用となるため、送電側の出力抑制・受電側の出力増加が短時間で実現可能か
どうかが、地域間連系線への短時間容量適用の課題となり、中国四国間連系線を除いて現状適用されていない。

【同時市場導入／次期中給運開後の短時間容量適用の可能性について】

➢ N-1故障発生時に、設備の許容時間以内に、送電側の出力抑制、受電側の出力増加を行うことで過負荷による
損壊回避が可能であれば、地域間連系線・地内系統問わず短時間容量適用は可能と考えられる

➢ 将来的に、エリア跨ぎ（地域間連系線）・エリア内（地内系統）関係なく、短時間で運用容量以内になるような
潮流調整（SCED機能）が可能になることで、送電側の出力抑制代及び受電側の出力増加代がある場合には
潮流調整に要する時間を許容できる過負荷領域（ex.100%～150％）までの拡大（適用）は期待できる一方、
電源制限による対応が必要な過負荷領域（ex.150%～）までの短時間容量適用は慎重な検討を要する。

現状 同時市場導入／次期中給運開後

出力調整領域 電源制限領域 出力調整領域 電源制限領域

地内系統 適用あり 適用あり 適用あり 適用あり

地域間連系線
一部適用

（本四連系線）
適用なし

SCED機能により
適用が期待できる

慎重な検討が必要


